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人と環境に配慮した生産システムの研究開発
　我が国は、資源・環境・人口などの制約を乗り越えて産業の国際競争力を維持し、経
済を発展させる必要がある。第３期科学技術基本計画では「環境と経済の両立」が政策
目標に挙げられている。「ものづくり技術分野」の推進戦略では「人が主役のものづくり
現場」を基本方針のひとつに挙げ、政策課題としてバリューチェーンとしての付加価値
を最大化することを示した。バリューチェーンは生産システムが要であり、生産システ
ムは人・環境と経済の両立を目指す必要がある。人や環境に配慮した生産システムにお
いて、今後、研究開発として特に注目していくべき課題には以下のようなものがある。
盧人と環境に配慮した生産システム全体の視点から研究を進める必要がある。
　生産システムは製造業の付加価値額増加による他産業への波及効果が大きく、国内産
業全体の底上げが期待できる技術である。人や環境に配慮した生産システムは、社会的
価値と経済的価値を生み出す効果が大きい。生産システムの部分的・サブシステムレベ
ルでの研究では、互いに矛盾を持つ局所的課題解決となる場合があり、国内産業全体の
底上げを目指す、生産システム全体の視点からの研究開発が望まれる。
盪 人に配慮した生産システムでは、セル生産システムの成功要因である人中心の構成を
基本にし、人の機能を拡張する装着可能な装備、あるいは人の意のままにコントロー
ルできる装置の研究が必要である。
　人のやる気を高め、作業方法の創意工夫による生産の効率化・品質向上を可能にした
セル生産システムは人中心の構成がポイントである。この構成に基づき人への装着を含
む装備や装置の研究を中核に、①重量部品をもつ製品など、現在適用が難しい製品へも
セル生産システムの適応範囲を拡大させる研究、②製品利用者の多様なニーズなどから
今後一層ダイナミックに変化する品種数や生産量に迅速に対応する研究が望まれる。
蘯 環境に配慮した生産システムでは、関与企業群全体での最適化技術や保全活動を含む
ライフサイクル全体での最適化技術など、総合的に必要資源総量や活動総量の減少を
目指す研究が必要である。
　部品の再利用による必要資源の低減技術の他、①企業にまたがる組立と分解工程の双
方の最適化技術の研究、②使用可能な状態の部品を定期的に交換する無駄を削減する、
部品の余命の予測に基づく状態基準保全技術の研究等にトータルに取り組み、総合的に
必要資源総量や活動総量の減少を目指す生産システムの研究が望まれる。
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　第３期科学技術基本計画の「も
のづくり技術分野」の推進戦略に
おいて、資源・環境・人口問題を
乗り越え、国際競争力を維持し、
経済を発展させていくために、我
が国の強みであるものづくりを
核とし、サービス、情報産業まで
も巻き込んだバリューチェーンと
しての付加価値を最大化するこ
とが大きな政策課題であると示さ
れている１）。バリューチェーンと
は研究・開発から製造・組立、販
売、アフターサービス、リサイク
ルまでの付加価値の積み上げであ
る２）。販売やアフターサービス活
動は製造業の生産活動の結果であ
る製品が「活用される」プロセス
と考えられるので、「生産システ
ム」を進歩させることは、連鎖の
トータルとしての付加価値を高く
するために有効な手段と考えられ
る。この観点からものづくり技術
分野の推進戦略として生産システ
ムに取り組む事は重要である。
　第３期科学技術基本計画では、
「飛躍知の発見・発明」、「科学技
術の限界突破」、「環境と経済の両
立」、「イノベーター日本」、｢生涯
はつらつ生活 ｣、「安全が誇りとな
る国」が政策目標として設定され
た３）。この中で、「国力の源泉を
創る」という理念に基づいた政策
目標である「環境と経済の両立」
および「イノベーター日本」で
は、人口減少・少子高齢化や地球
温暖化・エネルギー問題といった
制約を克服しつつ、激しい国際競
争の下で持続的な発展を可能とす
る国を実現するためには、国力の
源泉としての科学技術に取り組む
ことが不可欠であることが示され
た３）。特に、第３期科学技術基本
計画の「ものづくり技術分野」推
進戦略では、「ひとが主役のもの
づくり現場」が基本的取組方針の
一つとして示されている１）。
　本稿では、生産システムが目指
すひとつの方向として、人および
環境への配慮と経済の両立を考え
る。我が国の進むべき人・環境と
経済の両立を実現する生産システ
ムを具体的に例示し、製造業の持
続的な国際競争力強化と人や環境
に配慮した社会へ向けて、今後研
究開発として推進すべき課題を挙
げたい。
2   ものづくり技術分野で示されている人と環境に関する個別課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　図表１に示すように、第３期科
学技術基本計画の「ものづくり技
術分野」推進戦略では「重要な研
究課題」が 10項目選定され、そ
の内７課題が人あるいは環境に関
するキーワードを含んでいる１）。
特に、戦略重点科学技術盪「資源・
環境・人口制約を克服し、日本の
フラッグシップとなる、ものづく
りのプロセスイノベーション」に
対応する領域「革新的・飛躍的発
展が見込まれるものづくり技術領
域」の重要な研究開発課題眇眄眩
眤で人あるいは環境というキーワ
ードが多く盛り込まれている。前
述したように、「ものづくり技術
分野」推進戦略の基本的取組方針
で「ひとが主役のものづくり現場」
が示されている。特に、環境への
配慮に関しては「環境分野」の推
進戦略で、3R（Reduce、Reuse、
Recycle：発生抑制、再利用、再
生利用）技術研究領域が取り上げ
られており、図表２に関係部分を
抜粋して示す４）。
　また、第３期科学技術基本計画
の重点化の検討に際して、有用な
情報を提供することを目的に実施
された「科学技術の中長期発展に
係る俯瞰的予測調査」の一連の結
果でも、人や環境に配慮した生産
システムが重要な課題に選定され
ている。「デルファイ調査」５）の製
造分野では、領域として「高付加
価値製品製造技術」、「循環型・低
環境負荷製造技術」が挙げられて
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おり、特に技術的実現のための政
府による関与の必要性大との回答
比率が高かった上位５課題は、「循
環型・低環境負荷製造技術」領域
に属する課題であった。「注目科
学領域の発展シナリオ調査」６）で
も、今後 10～ 30年程度を見通し
た場合に、社会的・経済的な貢献
が大きい科学技術領域、革新的な
知識を生み出す可能性を持つ領域
の一つとして「超多品種少量生産
システム」が選定され、多様な顧
客ニーズに対応すること、すなわ
ち、人に合わせた製品を作り出す、
人に配慮した生産システムの重要
性が述べられている。
　さらに、環境と産業に関する動
きとして、「ものづくり白書 2006
年版」７）では、環境制約の克服、
安定供給を支える（産業事故・自
然災害などからの復旧）事業継
続を製造業の課題として取り上げ
ている。また、経済産業省の技術
戦略ロードマップでは、3R分野
の技術戦略マップが作成され、循
環型経済社会の構築を目指すこと
を示している８）。一方、国際規格
ISO14000 シリーズの本格的導入
もあり、環境問題は企業の社会的
責任（CSR）を果たすための重要
な企業戦略と考えられている。日
本の法制度は環境基本法のもとで
各種法律があり、生産・消費‐再
商品化‐再生利用の各段階で資源
循環システムの構築を促進させる
体系となっている。
図表１　ものづくり技術分野の重要な研究課題における人や環境に関する生産システムのキーワード
ものづくり技術分野の推進戦略 キーワード
１．状況認識
３．戦略重点科学技術盧
日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚したものづくり「可視化」技術
２．重要な研究開発課題
共通基盤的なものづくり
技術（領域）の推進
盧 IT を駆使したものづくり基盤技術の強化
日本型ものづくりシステム技術
人が主役のものづくり現場
盪 ものづくりニーズに応える新しい計測分析技術・
　機器開発、精密加工技術
人が協調するものづくり環境
施設や巨大な機械システムの安全性確保
蘯 中小企業のものづくり基盤技術の高度化
盻 巨大な機械システム構築に貢献するものづくり技術 社会と国民の安心・安全
３．戦略重点科学技術盪
資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとなる、ものづくりの
プロセスイノベーション
２．重要な研究開発課題
革新的・飛躍的発展が見
込まれるものづくり技術
（領域）の推進
眈 世界をリードする高付加価値材料を生み出す
　ものづくり技術
眇 人口減少社会に適応する、ロボット等を使った
　ものづくりの革新
人が主役のものづくり現場
人と協働、安全性、多品種少量、セル生産ロボット
女性や高齢者がものづくりに参加できる作業環境
ものづくり労働人材不足
眄 バイオテクノロジーを活用したものづくりの革新
省エネルギー環境調和型ものづくり技術
環境に調和した循環型社会
眩ものづくりプロセスの省エネルギー化
省エネルギー型ものづくり技術
ライフサイクルを考慮した設計支援システムによる
生産プロセスにおけるロス低減
眤 資源を有効利用し、環境に配慮したものづくり技術
環境配慮型ものづくり技術
3R型（発生抑制、再利用、再生利用）
２．重要な研究開発課題
人材育成・活用と技能継
承・深化
(10) ものづくり人材の育成強化と活躍促進
図表２　環境分野の 3R技術研究領域における重要な研究課題
環境分野の推進戦略（抜粋）
3R技術研究領域
重要な研究課題矣砒は3R技術研究領域における戦略重点科学技術
重要な研究開発課題
プログラム１：資源循環型社会にお
ける生産・消費システムの設計・評価・
支援技術
矣  3R実践のためのシステム分析・評価・設計技術
矮  3R推進のための社会システム構築支援技術
矼  3R型の製品設計・生産・流通・情報管理技術
重要な研究開発課題
プログラム２：有用性・有害性から
みた循環資源の管理技術
砌再生品の試験・評価・規格化支援技術
砒 国際 3R対応の有用物質利用・有害物質管理技術
重要な研究開発課題
プログラム３：リサイクル・廃棄物
適正処理処分技術
礦地域特性に応じた未利用資源の活用技術
砠 社会の成熟・技術変化に対応するリサイクル技術
礪 未来型廃棄物処理及び安全・安心対応技術
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３‐１
製造業の
全産業への波及効果
　図表３はものづくり白書 2006
年版７）に示された製造業の国内生
産額の増減による波及効果をまと
めたものである。
　ものづくり白書 2006 年版では、
図表３から製造業は広義のサービ
ス業と比較して、各産業へ及ぼす
影響が大きいと述べられている。
すなわち、製造業各業種の加重平
均では、自らの生産活動による国
内生産額が１単位増加した場合、
他の製造業の生産活動による生産
額が 0.30 単位増加し、非製造業
の生産活動による生産額は 0.48 単
位増加し、自産業への波及と合わ
せて 2.10 単位の増加となる７）。広
義のサービス業の各業種の加重平
均は 1.52 であり、製造業の波及効
果が大きい。つまり、製造業の付
加価値額が増減した場合、直接的
に当該製造業に波及するだけでな
く、これが間接的に他の製造業や
非製造業の付加価値額にも増減を
もたらす。
　生産システムは、窕製造業にお
いて実際に物を造る仕組みである
こと、窘生産システムがバリュー
チェーンのトータルな最適化を管
理する機能を持つことから、製造
業の自らの生産活動による国内生
産額の増加への貢献は大きいと推
定できる。
３‐２
生産システムの
これまでの枠組み
　生産システムのこれまでの取り
組みを示すため、生産システムの
歴史的な変遷経緯について以下に
のべる。図表４に生産方式・生産
システムの変遷を示す。
盧生産設備の集中と分散 9、10）
　生産設備には、加工設備・組
立設備・部品の搬送設備など機
能的にまとまった設備の単位があ
る。CIM（Computer Integrated 
Manufacturing）はこれら設備の
単位を集中管理し、さらに他の工
場や経営情報を含めて統合管理す
るシステムである。これまで、実
際に大規模なCIMが開発されて
きた。集中管理方式は需要や設備
状態などの変化に弱いため、生産
システムは分散管理方式へ向かう
傾向にある。設備の単位に自律性
を持たせ分散管理する考え方は、
自律・分散・協調型生産システム
と呼ばれる。
盪品種と生産量に応じた生産 9、10）
　同じものを多量に製造するの
は少品種多量生産と呼ばれ、米
国フォード社のフォード生産シス
テムが代表的な方式である。一
3   ものづくり技術分野における生産システムとは 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表３　 製造業の自らの生産活動による国内生産額が１単位増加した場合
の全産業国内生産額に及ぼす波及効果
ものづくり白書 2006 年版は各産業の国内生産の１単位の増加・減少が自産業を含め
た全産業国内生産額に及ぼす波及効果を、50部門表を整理統合した 30部門表（製造
業 14部門（業種）、サービス業７部門（業種））より試算。
広義のサービス業は教育、研究、医療・保健衛生、公共サービス、対事業所サービス、
対個人サービス、卸・小売、金融・保険、不動産、運輸・通信を指す。
ものづくり白書2006年版が参照した資料は 2004年簡易延長産業連関表。
ものづくり白書2006年版から引用
図表４　生産方式・生産システムの変遷
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方、多様なニーズや様々な使い
方に応じた製品を製造するため
に多品種中少量の製品を製造す
る生産システムはFMS（Flexible 
Manufacturing System）が代表例
である。近年、生産量や品種数は
短期間でダイナミックに変動する
ため、その変化に応じた生産を可
能にする変種変動生産方式の実現
が目指されてきた。セル生産シス
テムはその代表例である。
　しかし、現在も、集中管理方式
あるいは少品種多量生産が有利な
製品は数多く存在するので、図表
４の生産方式・生産システムは並
存している。
３‐３
人と環境に着目した
生産システムの考え方
　人と環境に着目したシステム
として本稿で述べる「人に合わせ
た生産システム」・「環境配慮型生
産システム」の構成を図表５に示
す９～12）。
　製造用生産システムは、部品加
工・製品の組立をコンピュータ
で行うためのデータ作成などの
生産準備、計画的・効率的に実際
に生産ラインを制御するための生
産管理・統制の機能を持つ。ライ
フサイクルシステムは製品の製造
コストだけでなく、運用コスト・
保全コストなど製品のライフサイ
クル全体を時間軸で最適化する技
術である。サプライチェーンマネ
ージメント（SCM：Supply Chain 
Management）は企業間での調達・
販売活動に関わる一連の流れを
総合的に管理し、物の流れの軸で
最適化を行う技術である。関与企
業は地理的に分散しているので物
の搬送も考える必要がある。時間
的広がりと地理的広がりを拡大し
ている生産システムの目標仕様は
年々複雑さを増している。
　最近の生産システムの研究・開
発の方向性をまとめると下記のよ
うになる９～12）。
秬変種変動への対応
秡 人の能力を活かす。人の特性
を考える
秣環境負荷の低減
稈品質の向上
稍 顧客の多様な要求に応える
（短納期・使いやすさ・個人
オリジナル）
稘安全な設備
　世界的には、欧州委員会が中心
になって 2004 年にまとめた欧州
の「Manufuture2020（欧州製造業
2020）への展望」が注目されてい
る。2006年８月にその中核メンバ
ーであったＦ．ジョバネ（Jovane）
氏が来日し、Manufuture2020 の
戦略目標を下記のように説明して
いる 13）。
秬 持続可能な欧州製造部門の競
争力
秡製造技術面でのリーダシップ
秣環境にやさしい製品と生産
稈 文化的、倫理的、社会的な価値
における欧州のリーダシップ
　一方、日本では、経済・経営学
の研究者が中心になって、社会経
済構造・労使関係・技術経営戦略
まで含めた生産システムの研究例
がある。また、このような視点か
らの生産システムを研究対象のひ
とつとしている 21世紀COEプロ
グラム（社会科学領域）としては
以下がある 14）。
秬 「技術・企業・国際競争力の
　総合研究」同志社大学
秡 「ものづくり経営研究センタ
　ー」東京大学
図表５　人と環境に着目した生産システムの構成
4   生産システムの目指す方向蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
人に合わせた生産システム
　前述したように、分野別推進戦
略「ものづくり技術分野」の基本
的取組方針で「ひとが主役のもの
づくり現場」が示されている。人
への配慮と経済性の追求が両立す
る生産システムの実現が理想であ
る。これらの両立は一見難しいよ
うに思われるが、むしろ人を重視
した生産システムの方が従来の生
産ラインよりも生産効率が高くな
るという結果も出てきている。
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盧 人に合わせた生産システムへの
期待
　生産システムに関わる人は、そ
こで働く人と作り出される製品の
利用者（購入者）の側面がある。人
を重視した「人に合わせる」生産
システムのあり方を以下に示す。
窕 働く人に対しては、働く人が
自分に合わせ制御できる「人に
合わせた」生産システムが望ま
れる。働く人が主体でなく制御
できない生産システムとは、例
えば、組立対象の製品がベルト
コンベアで流れてくる場合であ
り、作業者は「ベルトコンベア
の流れに合わせて」、担当する
組立作業を完了させなければな
らない。
窘 製品の利用者に対しては、利用
者の個々のニーズに合った製品
が必要な時点で購入あるいは発
注できる「人に合わせた」生産
システムが望ましい。これは、
単に時間をかけて多品種の製品
を揃えるのではなく、発注され
る製品の種類の分布が短期間に
変化しても、その変化に対応し
た種類（しかも多品種）の製品
を出せるような生産システムで
あり、図表４で示した変種変動
生産である。反対のケースは、
購入したい時に利用者が使い
方・好みに合った製品が購入で
きない、あるいは選択の余地が
少ない少品種生産システム、あ
るいは多品種ではあるが種類が
固定したような生産システムで
ある。
　この窕および窘双方を満たし、
かつ生産効率・品質の向上との
両立を考えた生産システムが、
３‐２盪で示したセル生産シス
テムである（図表６）９、10）。人と
経済の両立に対応出来るという意
味で、実用レベルに達している他
の方式は今のところ提案されてい
ない。実際に、セル生産システム
を導入し、セル生産システムの従
事者の創意工夫、製品を作り上げ
る充実感を含めた成果が各企業の
webサイトで公表されている 15）。
盪セル生産システムの構成と
　効果を上げている理由
　セル生産システムが上記窕窘を
満たし、生産効率・品質が高い効
果を上げている要因と構成とを下
記に示す。前記の窕働く人に合わ
せた生産システムは、下記の盧に
よって実現され、窘利用者に合わ
せた製品を提供できる変種変動生
産は、下記の盪～盻によって実現
されている。
盧 セル生産システムは数人あるい
は一人で作業ステーション（こ
れが「セル」と呼ばれる）を構
成し、人が組立工程を主導して
一つの製品を完成させる生産方
式であり、生産量に応じてセル
数を決める（図表６）。人が「自
分の製品」という意識を持つこ
とで、作業および設備の改善へ
向けた創意工夫が行われる。一方、
ライン型生産システムでは、作
業者は工程に組み込まれた一部
となる。
盪 セル生産システムではセルごと
の一個流しで生産する。同一品
種の製品を組み立てるセル数の
増減により生産量の調整ができ
る。ライン型生産システムは、
大ロット単位の生産数のため造
りすぎの無駄が生じる（例えば、
100 個の次は 200 個の生産量と
なる。120 個の場合も 200 個流
す必要がある）。セル生産シス
テムは、一個単位で生産調整で
き、無駄な生産を行わない。ま
た、設置の容易なセルの数を変
えることで生産の変動に速やか
に対応できる。
蘯 図表６に示すようにセル生産シ
ステム全体では製品の出口を多
く出来るので、A1、A2、…An
のように多品種の製品を生産で
きる。
盻 セル生産システムは自己完結型
であり、特定の人の作業能力は
担当セルのみに影響を与えるが
他のセルには影響を与えない。
ライン型生産システムでは、一
人が扱う単一工程の連鎖のた
め、最も作業効率の低い工程で
全体の生産効率が決まる。
　盪～盻は、一人か数人で製品を
組み立てる一個流しを行うセル生
産システムの長所であり、これに
より変種変動生産が達成され、経
済的効率を上げることが出来る。
　また、盧は人の意欲・能力に関
係し、多くの工程を一人で担当す
図表６　ライン型生産システムとセル生産システムの比較
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るため一つの製品を作り上げる実
感ができ、自分の製品であるとい
う意識を持ちやすい。その結果、
人のやる気・改善提案への意欲
を高め、作業方法の創意工夫など
により生産の効率化や品質向上に
結びつきやすい。セルの立ち上げ
時点では、従来のラインとくらべ
て生産効率が低くなることもある
が、時間とともに高くなり、かつ
品質が向上し、最終的には従来ラ
インより良くなるという結果が出
ている。
蘯 セル生産システム基本構成の
　課題とセル生産システムが持つ
　仕組みや補助活動
　セル生産システムは人が組立工
程を主導して一つの製品を完成さ
せる生産方式で、数人あるいは一
人が担当する作業ステーションを
基本構成としている。しかし、こ
の基本構成ゆえに生じる幾つかの
課題があり、課題改善のための仕
組みが考案され、あるいは補助活
動が行われている。それらを図表
７に整理して示す。
盻セル生産システム適用拡大の
　ための研究例
①セル生産システムの無人化研究
　図表７で示した、⑤組立工数が
あまりにも多い製品、重量部品が
ある製品など、適用が難しい製品
に対し、セル生産システムを適用
する研究の方向には、秬セル生産
システムの人を多機能ロボットに
置き換える研究、秡人とロボット
の協調システムを目指す研究があ
る。これらの研究は、ロボットセ
ル生産システムなどと呼ばれ、人
を中心としたセル生産システムの
追求というよりも、無人化生産シ
ステムによる変種変動生産や生産
の安定化を目指している。しかし、
現在、作業者が行っている両腕協
調作業あるいは製品の変化による
組立方式の頻繁な変化などの全て
に対応できる実用レベルのロボッ
トが今後５年程度で開発できると
は考えにくい。一方、有害な薬品
や高温作業など人に優しくない製
造プロセスで、かつ変種変動生産
でない場合には、徹底して LCA
（ローコストオートメーション）
といわれる無人化を目指す研究へ
の要請は大きい。しかし、これら
の研究は本来的なセル生産システ
ムが目指す方向と別の方向と考え
られる。
②人の機能を拡張する装置の研究
　最近の大学での研究成果を中心
に、セル生産システムの成功要因
である人中心の構成を基本にし、
人の機能を拡張しようとする装
置の研究開発例を以下に示す。現
状況で適用が難しい製品というの
は、人の機能が不十分であること
が主因の場合が多い。したがって、
秬人の機能を拡張する装着可能な
装備、秡人の意のままにコントロ
ールできる装置の研究が重要と考
えられる。図表８に研究の目指す
イメージを示す。
　人の意のままにコントロールで
きる装置として例えば、ヘッドマ
ウントディスプレイとコンピュー
タ支援組立装置の組み合わせで、
部品や装置の実像と同じ部品や
装置のコンピュータグラフィック
ス表示図を重畳し、合わせて作業
方法・関連データなどを表示させ
る仕組みが考えられている。わか
りやすく、かつ操作ミスを防ぎや
すい操作画面を使い、容易に作業
者の意のままに装置を制御し装置
に作業をさせ、作業者が担当する
多くの組立工数への対応を容易に
し、作業効率を向上させることが
考えられる。
　図表８の人の機能を拡張する
装着可能な装備例１は、セル生産
システムの中核となる熟練者が指
先に装着できるセンサーのアイデ
アである。指先で部品に触ること
により温度などをセンシングでき
れば作業効率が高くなる。図表８
中の有機半導体による電子人工皮
膚（手に装着できる多機能センサ
ー）16）の研究は、柔軟に曲がる触
覚センサーの集合体の実現を目標
にしている。これは人のセンシン
グ機能を拡張する装備のひとつで
ある。例えば、軍手をつけるよう
な容易さで、人の能力を超える各
種のセンシングが出来れば効果が
大きい。
　また、人の機能を拡張する装着
可能な装備例２は腕に装着するこ
とで、精密位置決めや、パワーな
ど、人の機能を拡張するというア
イデアである。パワーアシストツ
ール 17）の研究例はハンドリング
力の支援になる。セル生産システ
図表７　セル生産システム基本構成の課題と改善のための仕組みや補助活動
セル生産システム基本構成の課題 課題改善のための仕組みや補助活動例
① 一人が複数の工程を受け持つので、工
程数の少ないライン型生産システムに
比べ、作業習熟に相当の時間を要する
蘆 セル生産システム立ち上げ時の、教育用シス
テム、マニュアル、作業標準書を充実させる
② 人に依存するので、人の能力により生
産性・品質の差が出る
蘆作業の科学的作業分析手法の教育
蘆 全てのセルで製品に要求される品質を保証す
る製品設計
③ 多くの生産ステーションに分かれるの
で、部品の投入口や製品の出口が多く
なり物の流れが複雑になる
蘆 セルへの部品供給や製品出荷計画など複雑と
なる物の流れの最適化管理（SCMの導入）
④ セル数が多いので高価な設備が導入し
にくい一方、人の安全・使いやすさを
考えた設備が必要
蘆 わかりやすく、操作ミスを防ぐユーザインタ
フェースを備えた操作画面を持ち、作業者の
制御下にある自動化設備
蘆 誤作業を防止する仕組みを強化した生産設備
蘆 効率的な組立を支援する使いやすい治具
⑤ 組立工数があまりにも多い製品、重量
部品がある製品など、適用が難しい製
品がある
蘆 部分的にライン型とし、コンベアを導入する
蘆 チームワークを重視できる数人で組み立てる
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ムの熟練者の装着により、①高精
度位置決めなど人より自動機が得
意な機能、②セル生産システムが
向いていないといわれる重い製品
の扱いを可能にする機能、を付加
することができる。
　人に合わせた生産システムの今
後の課題は、現在のところセル生
産システムを進歩させる研究が最
も有望と考えられる。セル生産シ
ステム従事者は、ものづくり技能
者兼技術者であり、担当するセル
生産システムを創意工夫により改
善あるいは改善提案を行うことで
進化させる可能性がある。セル生
産システムは人が全体を制御する
ことで、高い柔軟性を持つところ
に特徴がある。この結果、人のや
る気を高め、かつ、生産効率が高
い生産システムとなっている。し
たがって、人を中心にし、人の機
能を拡張する装着可能な装備・人
の意のままにコントロールできる
装置の研究が重要と考えられる。
重量部品を持つ製品などへセル生
産システムの適応範囲を拡大させ
るとともに、製品利用者の多様な
ニーズなどから今後一層ダイナミ
ックに変化する品種数や生産量に
適切に対応できるセル生産システ
ムの研究が望まれる。
４‐２
環境に配慮した
生産システム
　前述したように、第３期科学技
術基本計画では「環境と経済の両
立」が政策目標のひとつに取り上
げられている。素材や廃棄物処理
の研究動向の報告18～ 20）や環境と
経済の両立を目指す生産システム
に関するシンポジウムの開催 21）
など活発な活動が行われている。
盧環境配慮型の生産システムの構成
　図表９に環境に配慮した生産シ
ステムの理想的な構成を示す。一
般に、製品を作る「順工程」と、
運用が終わり回収・分解・検査・
仕分けの逆方向に進む「逆工程」
の両者を考えることでライフサ
イクル全体を循環型にすることが
できる。部品の再利用が望ましい
が、逆工程の最後は材料レベルの
再利用である。一方、多くの製品
は運用段階での定期的な部品交換
により性能を維持することができ
る。部品の余命が予測できれば、
無駄な交換を防ぐことが可能とな
り、その分は、環境への配慮とな
る。このように状態によって部品
交換時期を決める保全は、状態基
準保全（CBM：Condition Based 
Maintenance）と呼ばれ、必要に
応じて部品を交換することによ
り、「無駄な保全」を少なくできる。
図表９に示した、運用‐健全性評
価・診断‐保全のサイクルは状態
基準保全活動を表している。「健
全性評価・診断」では、「使用済
み部品から使用年数や使用環境な
どと劣化状況等のデータとを相互
に関連付けたデータベース（余命
予測の基礎データベース）」を活
図表８　今後のセル生産システム研究の取り組み方向のイメージ例
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用して部品余命を予測し、保全の
必要性を判断する。
盪循環型ライフサイクルの課題
　製品の設計においては、順工程
における易組立性と逆工程におけ
る易分解性という、場合によって
は相反する条件のトレードオフを
考えることが必要である。順工程
の生産システム設計は逆工程も考
慮して設計される必要がある。逆
工程は部品供給としては不確定要
素の大きいルートであり、SCM
（Supply Chain Management）は
複雑になる。図表９のように総合
的に生産システムを最適化するに
は、関与する企業が地域的に集積
している方が都合よい。順工程の
産業集積と合わせて、逆工程も含
めた地域としての産業の集積によ
り、順工程企業群と逆工程企業群
との相互調整を含めて全体として
の最適化を目指しやすい「地域生
産システム」を構築することが望
ましい。循環型ライフサイクルで
は、SCMを含めて企業にまたが
る組立と分解工程の双方の最適化
技術の研究が必要である。
蘯状態基準保全の課題
　状態基準保全の考え方を図表10
に示す。図表９における、運用‐
健全性評価・診断‐保全のサイク
ルが状態基準保全活動である。
　部品の余命はその状態から理
論的に予測することは困難である
が、数多くの使用済み部品から使
用年数や使用環境などと劣化状況
等のデータとを相互に関連付けた
データベースを作れば、使用中の
部品の健全性評価・診断に役立つ
と考えられる。図表９に示すよう
に、逆工程の「ユニット分解」後
の「検査・仕分け」で再生できな
いと判断された部品を、「使用済
み部品から使用年数や使用環境な
どと劣化状況等のデータとを相互
に関連付けたデータベース」作成
に活用する。作成されたデータベ
ースを余命予測の基礎データベー
スとして使う。図表 10において、
１‐２→１‐３→２‐３→２‐２
は状態基準保全による保全活動サ
イクルを示している。２‐２健全
性評価・診断で余命予測の基礎デ
ータベースが活用される。部品の
健全性評価・診断に関しては、余
命の予測精度が高いことが望まれ
る。この余命の予測精度を高める
ためには、逆工程における「検査・
仕分け」用の部品状態計測技術
の研究、余命予測の基礎データベ
ースのデータモデルの研究、予測
アルゴリズムの研究等が必要であ
る。必要な場合のみ部品を交換す
ることで、使用可能な状態の部品
を定期的に交換する無駄を削減で
きる状態基準保全（CBM）技術
の研究が必要である。
盻 環境配慮型の生産システム全体
の最適化の課題
　生産工程のある断面だけで必要
資源量と活動量を下げる技術は、
他の工程で必要資源量あるいは活
動量を増大させる場合がある。逆
工程のみを考えた場合、一般に分
解は時間と手間を要するので、回
収された製品を粉砕しチップ状に
し、材料レベルで再生利用する方
法が考えられる。この場合、状態
基準保全のデータとして使う原型
を留めた部品の回収はできない。
つまり、分解というサブシステ
ムの合理性を考えるだけの研究で
は、総合的な環境負荷低減効果は
限定される。
　順工程と逆工程により、ライ
フサイクルを循環型にする研究は
種々進められている 12、21）。国のプ
ロジェクトの結果も活かした、地
方自治体の取り組みも行われてい
る。状態基準保全は、製品の運用
図表９　環境配慮型生産システム
図表 10　運用‐健全性評価・診断‐保全
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人と環境に配慮した生産システムの研究開発
における故障による運転停止防
止、安全の観点からも、定期的保
全ではなく部品の劣化状況などか
ら必要に応じて保全を行うことが
出来る技術として研究が進められ
ている。そのシステム構成は ISO
において標準化が検討されてい
る。循環型ライフサイクルと状態
基準保全は、別々に研究が進めら
れている。しかし、本稿で述べた
ように、製品のライフサイクル全
体での必要資源総量や活動総量に
関して相互に深い関係を持つと考
えられる。総合的にライフサイク
ル全体で必要資源総量や活動総量
を最小化する効果を上げることを
目指した研究が必要である。
5   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本稿では、人や環境と経済の両
立を目指す我が国の進むべき生産
システムを例示し、今後、研究開
発において、特に注目していくべ
き点として以下を提示する。
盧 生産システムの部分的・サブシ
ステムレベルでの研究では局所
的課題解決となり、大局的には
課題間で矛盾を生じる場合が
ある。生産システムの個別的
な重要な課題は分野別推進戦
略でも数多く示されているが、
個々の目標を確定する上で、シ
ステム全体の最適化を考える必
要がある。
　 　画期的な生産システムは他産
業への波及効果の大きい製造業
の付加価値額の増加への貢献が
期待できる。特に本稿で述べた
人や環境に配慮した生産システ
ムは、社会的価値と経済的価値
を生み出す効果が大きい。国内
産業全体の底上げを目指す、生
産システム全体の視点からの研
究開発が望まれる。
盪 人に配慮した生産システムとし
ては、セル生産システムの人中
心の構成を基本にし、①製品利
用者の多様なニーズなどから今
後一層ダイナミックに変化する
品種数や生産量に迅速に対応す
る生産方式、②重量部品を持つ
製品などへの適応範囲を拡大さ
せる生産方式の実現を目指すこ
とが重要である。セル生産シス
テムを採用することで、人のや
る気を高め、作業方法の創意工
夫による生産の効率化・品質向
上を可能にできる。さらに適用
を拡大するためには、
① 人の機能を拡張する装着可
能な装備。
② 人の意のままにコントロー
ルできる装置。
　 の研究を中心に進める必要が
ある。
蘯 環境に配慮した生産システムと
しては、順工程と逆工程のライ
フサイクルの循環に、状態基準
保全（CBM）で活用する、余命
予測のための基礎データベース
を持つ構成の実現を目指すこと
が重要である。部品の再利用に
よる必要資源の低減技術の研究
に合わせて、
① 循環型ライフサイクルで
の、SCMを含めた企業に
またがる組立と分解工程の
双方の最適化技術の研究。
② 部品の余命の予測精度を高
める研究を中心に、使用可
能な状態の部品を定期的に
交換する無駄を削減する、
部品の余命の予測に基づく
状態基準保全技術の研究。
　 に取り組み、総合的にライフサ
イクル全体で必要資源総量や活
動総量の最小化を目指す生産シ
ステムの研究が望まれる。
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